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概	 要 
 
建設業界は，BtoB で元請けから下請けに仕事が紹介されるピラミッド型を特徴とし
ている。そのため，エンドユーザーである顧客に直接サービスを提供するといった思
考は醸成されづらい。また，需要は地域ごとに分断されており，一定規模以上の顧客
を獲得することが難しい状況にある。 
しかし，近年のマーケティングのデジタル化は，こうした業界構造を大きく変える
可能性がある。本稿では，購入前や購入時点ではなく，購入後の廃棄行動，すなわち空
き家の解体という消費場面に注目する。そして，空き家の解体業者が消費者に直接ア
プローチする手段としてのデジタル・マーケティングおよびカスタマー・エンゲージ
メント・マネジメント(CEM)の可能性を探る。 
	 近年では AI(人工知能)の技術を利用した様々な最新ツールが企業に導入されている。
その中でも，コンテンツ・マーケティングとマーケティング・オートメーションは従
来 の CRM(Customer Relationship) の 概 念 で は 説 明 で き ず ， CEM(Customer 
Engagement Management)の概念として顧客とのエンゲージメントで説明できるよう
な仕組みである。	  
このようにコンテンツ・マーケティングとマーケティング・オートメーションは，
古い商慣習がある業界において，空き家という社会的な問題を効率的に解決する糸口
になり，建設業界の業界構造を大きく変化させると考えられるため，このテーマを研
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究し論文を発表するのは社会的な意義があると考えられる。 
	 具体的には，文献レビューに基づき CRM と CEM の概念的な違いを明らかにしたう
えで，とりわけマーケティング・オートメーションのプロセスにおけるデジタル・コ
ンテンツの重要性を明らかにする。さらに，古い商慣習が残る解体業界のデジタル化
を進め，空き家問題という社会性の高いテーマにアプローチするための具体的な施策
を提案する。 
	 コンテンツ・マーケティングのコンテンツとして空き家を取り上げる。現在，日本
では空き家が増え続けている。それにもかかわらず新しい住宅は供給され続けており，
更なる空き家の増加が予想される。総務省の平成 25年度住宅・土地統計調査において，
空き家の総数は 820 万戸を突破し，総住宅数 6,063 万戸に対して空き家率は 13.5%を超
えるような世界にも希をみるような状況となっている。倒壊の危険性がある老朽化し
た空き家がそのまま放置され，雑草が生い茂り景観の問題もあるため，この問題に関
して早急な対策が求められる。 
	 このような問題が起こる要因としてカスタマージャーニー上で顧客はオンラインと
オフラインをどのように行き来をし，エンゲージメントの段階でどのようなコンテン
ツを用意すれば効果が高いのかを実証研究する。  
	 消費者対象の質問票調査を実施した結果，マーケティング会社が提唱するコンテン
ツ・マーケティングではオンラインの施作ばかり注目される。しかし，本稿の調査か
らエンゲージメント段階ごとに空き家解体ビジネスにおける顧客が求めているコンテ
ンツは，オンラインとオフラインで施作は異なるということが明らかになる。 
	 本項の学術的示唆としては，コトラー他によるカスタマージャーニー上で，好奇心
を最適化するべきであり，コミットメントを拡大するべきであるとわかった。また実
践的示唆としては，好奇心の最適化にはオンラインの動画コンテンツやオフラインの
セミナーが有効であり，コミットメントを拡大するにはオフラインの対面営業が有効
であることがわかった。 
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第 1 章 はじめに 
コトラー他は「技術の融合は最終的にはデジタル・マーケティングと伝統的マーケ
ティングの融合につながる」と Marketing4.0 で主張している (Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。デジタル化によって消費者の購買行動がどのように変化し，また企業
側のブランディングがどのように変化するのかは，今日のマーケティングにおける重
要な関心事の 1 つである。 
	 1990 年代，Schmitt(1999)は，ポジティブな顧客経験を想像することはビジネスにお
ける主要なテーマであると指摘し，顧客経験の重要性を初めて説いたことで知られて
いる(Lemon and Verhoef , 2016)。顧客経験は，多面的な構造を持ち，購買プロセス全
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体を通して発生する，企業の提供物に対する顧客の認知的，感情的，行動的，感覚的，
社会的な反応と定義される(Lemon and Verhoef, 2016)。さらにデジタル化の進む現在
では，顧客経験は時間軸においても極めて複雑化したプロセスと考えられている。 
	 近年，AI の発達によって，さまざまな職業が自動化されて AI に奪われてしまうの
ではないかと危惧する議論がある。購買体験においても，人々は店舗に出向かず，
Amazon のような e コマース(以下，EC)を利用してインターネット上で商品を閲覧し，
選択している。その際，一度閲覧した商品と類似した商品がレコメンドされたり，イ
ンターネットのリスティング広告で自分の閲覧履歴から一度閲覧したページが広告と
して何度も表示されたりする。マーケティング・オートメーションのようにシステム
の自動化によってマーケティングとセールスが一体化する動きもある。いずれにせよ，
購買体験がオンライン上で自動化され，かつ短期間で済まされてしまう傾向が加速化
している。 
	 一方で，オフラインの実店舗を持つ企業では，従来の顧客にどのような体験をして
もらうべきか工夫がなされるようになってきた。デジタル化が進み，オンラインの顧
客体験が自動化されて短いスパンで済まされるようになり，その反動として，オフラ
インの顧客体験はよりハイタッチな人間的な触れ合いを求めるように変化している。 
以上のように，デジタル化が進む現代だからこそ，それぞれ別の軸でオンラインと
オフラインのコンテンツを用意し，カスタマージャーニー上でどのような顧客体験を
提供すべきかを論じる必要性は高い(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。 
	 ハイテクの世界では，人々はハイタッチ1を強く求めるようになり，自分だけのため
に作られたものを欲しがるようになる(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。デジタル
化や自動化が進み，ビッグデータ分析によって製品もサービスはよりパーソナルにな
る(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。消費者のブランド選択においても，ブランド
に関するとりとめのないネット上や直接の会話の方が，的を絞った広告キャンペーン
より信用されるようになってきている(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。その結果，
従来通りのマーケティング・コミュニケーションを行い続けている企業は顧客に選ば
れにくくなる状況が生じている。 
	 こうしたデジタル化による消費者の購買行動の変化に対し，ブランドと顧客の関係
                                                   
1 「人間的な触れ合い」の意(Kotler Kartajaya, and Setiawan, 2016)。
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は，縦ではなく横でなくてはならないとコトラー他は主張する(Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。顧客はブランドの仲間や友達とみなされるべきなのである。企業のブ
ランディングも従来型のプロモーションだけではなく，SNS のような顧客参加型のオ
ンライン・メディアの活用，実店舗などオフラインで顧客を楽しませるような仕掛け，
そしてこれらの最適な組合せによる O2O(online to/from offline)が求められている。 
	 マーケティング・コミュニケーションの視点からは，顧客はもはや受動的なターゲ
ットではなく，能動的なコミュニケーション・メディアになりつつある (Kotler, 
Kartajaya, & Setiawan, 2016)。そして今日の顧客の購買行動は，デジタル化によりパー
ソナライズ化されたものであると同時に，購買意思決定は社会的同調性によってソー
シャル化されている。企業ブランドも，社会的に必要とされるものが消費者に採用さ
れることになる。 
こうした消費者側と企業側の変化を前提に，本稿では，空き家の解体という消費行
動に注目し，デジタル化時代のマーケティングのあり方を考察する。空き家に関する
情報の探索や獲得は難しく，表立って相談しにくい，どこに問い合わせたらいいのか
わからないといった課題がある。統合的な情報プラットフォームや相談窓口も無く，
相続先も銀行や税理士，売却目的は不動産会社，建て替えはハウスメーカーと多岐に
わたる。そのため，空き家所有者の消費者行動自体が顕在化されにくい構造である。	  
そこで本稿では，空き家所有者を対象に消費者調査を行い，顕在化されづらかった
行動を定量的に把握して，解体業者等のマーケティング戦略の立案に貢献したい。 
 
 
第 2 章 解体業と建設業の市場分析 
第一節 建設業法改正における解体工事業の分離 
まず建設業界における解体業の市場規模や競争状況について確認していきたい。解
体業は建物を建てる際と異なり，設計図面などはないまま，経験や勘で建物を壊すこ
とが多く，災害や事故が多い業種である。また，解体の際の騒音，粉塵，職人の怒鳴り
声によって周辺住民から苦情も多い。労働環境として必ずしも恵まれているとは言え
ず，事業者は労働災害によって経営が立ち行かなくなるケースもある。その一方で，
今後老朽化した建物の解体の需要の増加が見込めるため，市場としては成長基調にあ
る。こうした業界の実態を理解するため，以下で詳細な市場分析を行っていく。 
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	 解体工事を行える事業者は，各都道府県知事の解体工事業登録を行なっている業者
に限定される。請負金額 500 万円以上の解体工事では「建築工事業」「土木工事業」「と
び・土工工事業」のいずれかの建設業許可が必要であり，請負金額 500 万円以下の解
体工事業は「解体工事業」の登録で工事をすることができる。 
平成 26 年の改正建築業法では，「とび・土工工事業」から「解体工事業」が分離さ
れることとなった。この背景には，1960 年代頃からの高度経済成長期における建設ラ
ッシュで建てられた住宅や橋，トンネルや社会公共設備が老朽化し，交換のサイクル
に入ったことから，解体業の需要の増加が見込まれていることがある。ただし公布日
から 5 年間は，新しい業種区分で許可を受けなくても，既存の「とび・土工工事」の
許可で解体工事を続けることができる。そのため，ひとえに解体業者と言っても兼業
で行なっていることが多く，正確な事業者数を確認することはできない。 
	 平成 29 年 3 月時点で，建設業許可申請を行った「とび・土工工事業」事業者は 163,849
業者(全体の 35.2%)，「建築工事業」が 154,808 業者(全体の 33.3%)，土木工事業が 130,932
業者(全体の 28.1%)である。これらの中に解体工事を行う解体業者が含まれる。また新
たに設置された「解体工事業」は 13,798 業者(全体の 3.0%)である。この切り離された
数字に基づけば，少なくとも全国に約 14,000 件以上の解体業者が存在するといえる。 
 
第二節 解体業にかかる統計データ 
	 解体業の市場は，解体の滅失登記が行われた件数と解体された建物の延べ床面積で
みることができる。国土交通省のデータに基づき，建築物の除去件数，つまり古くな
った建物を解体し滅失登記を行った件数を表したのが図表 1 となる。 
建築物除去件数のピークは 1996 年で 30 万件を超えていたが，その後減少し続け，
2008 年約 10 万件で下げ止まり，その後，横ばい傾向となっている。2000 年度以降，
延べ床面積の減少傾向に対して，建築物除去の延べ床面積は 2000 年以降 2,000〜2,500
万平方メートルと横ばい傾向である。延べ床面積が減少しているにもかかわらず，建
物除去件数が一定ということは，両者間に乖離があることを意味する。つまり大規模
の解体工事は進んでいるものの，木造住宅などの小規模の解体工事は進んでいないこ
とが推測されるのである。 
 
図表 1 建築物の除去件数 
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	 	      (出所)国交省 HP より筆者作成。 
 
	 続いて，同じく国土交通省のデータに基づく図表 2 から，はつり・解体工事業の工
事高推移を確認したい。1999 年から 2014 年度は約 3,000 億円規模で推移しており，
2014 年度の工事高は 4,339 億円あった。2003 年度，2008 年度の伸びは，はつりにおけ
る大型の公共事業があったためと考えられる。また 2012 年度の伸びは東日本大震災の
影響が考えられる。	  
一方，1999 年と 2009 年は IT バブルの崩壊やリーマンショックの影響で 2,200 億円
程度の規模まで縮小した。このように解体業界は法改正や景気，自然災害などのマク
ロ的要因によって，大きく市場規模が変化してしまう不安定な業界である。 
 
図表 2 はつり・解体工事業の工事高 
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               (出所)国交省 HP より筆者作成。 
 
	 建設業において人材の確保は急務となっている。図表 3 は過去 5 年間の有効求人倍
率の推移であり，これを見ても人不足の状況がよくわかる。特に，建設躯体工事の職
業は 2017 年時点で 10 倍以上の水準で推移しており，もはや企業努力でどうにかなる
問題ではない。建設業界は技能ごとに会社が分断されているため，一つの技能工が足
りなくなると工事全体がストップしてしまう構造となっている。早急な対策が求めら
れている。 
	 1996 年から 2015 年の 20 年間の建設業の元請完成工事高と下請完成工事高の推移を
示したものが図表 4 である。1996 年には元請完成工事高 86.2 兆円，下請完成工事高
56.7 兆円であったが，2009 年には元請完成工事高 45.5 兆円，下請完成工事高 28.3 兆
円まで減少した。工事だかの減少傾向は 2009 年を底に，上昇傾向となり，2015 年では
元請完成工事高 56.4 兆円，下請完成工事高 31.8 兆円で推移している。 
 
図表 3 有効求人倍率の推移 
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	 	    (出所)厚生労働省 HP 参考に筆者作成。 
 
図表 4 元請・下請完成工事高の推移 
 
	 (出所)国土交通省「建設工事施工統計」参考に筆者作成。 
 
	 一方，図表 5 の元請完成工事高と下請完成工事高の推移を構成比で見てみると，こ
の約 20 年間，元請で工事を完成させた比率が約 60％で推移している。これが意味する
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のは，建設業界の構造は約 20 年前から変化がなく，下請会社は元請会社からの仕事を
待っているピラミッド型の産業構造のまま推移していることがわかる。 
 
図表 5 元請・下請完成工事高構成比の推移 
 
	     	 (出所)国土交通省「建設工事施工統計」参考に筆者作成。 
 
	 図表 6 の労働生産性の推移で見ると，日本において永らく中心的な産業であった製
造業では労働生産性は向上し続けている一方で，建設業と不動産業の労働生産性は低
下し続けている。この要因は，建設業や不動産業は地域密着型ビジネスであり，労働
集約的な構造にしづらく IT 化が進んでいなかったためと考えられる。さらに建設業で
は，前項で主張した通り，依然として元請下請構造を維持していることも要因と考え
られる。 
	 一方で，建設業と同じように建設機械を用いて作業を行う鉱業においては，1997 年
から 2007 年の間で大きく労働生産性が向上している。これはコマツなどの建設機械に
IT 化が進み，自動運転によって作業が行われるようになったことが要因である。昨今
では，コマツではスマートコンストラクション2と呼ばれる IoT を活用した建設現場の
自動化が推し進められている。 
	 建設現場における近年の傾向として，従来どおり，建設業界の職人が現場でパソコ
                                                   
2 株式会社小松製作所ホームページ参照 http://smartconstruction.komatsu。建設現場全体を ICT で有
機的に繋ぐことで生産性を大幅に向上させるソリューションのこと。 
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ンを使うことは極めて少ないが，スマートフォンは持つようになってきている。現場
の職人一人一人がデジタルで繋がるようになったことで，今後は変化が生じる可能性
はある。すでに建設業専用の施工管理スマートフォンアプリも開発されており，近い
将来，建設現場でも IT 化が進むかもしれない。デジタル化は建設業における労働生産
性向上の方策として期待される。 
 
図表 6 労働生産性の推移 
 
	 	     (出所)公益財団法人 日本生産性本部統計データを参考に筆者作成。 
	  
建設業者のデジタル化は施工管理の効率化だけに収まらない。小さな建設業者を従
来のような元請下請構造から脱却させる可能性がある。デジタル化によって元請から
独立した下請企業は独自に顧客を獲得し，BtoC で直に工事を受注できるようになる。
こうしたダイレクト型のビジネスモデルが今後，増加する可能性もある。 
 
 
第 3 章 日本人の住宅観と空き家の社会問題化 
第一節 日本における空き家の増加  
次に，社会問題化している現在の空き家の状況を見ていく。日本は既に人口が減少
に転じているが，住宅は建てられ続けている。その結果，平成 25(2013)年には 6,063 万
戸，空き家率は 13.5%と異常に高い数値となっている(図表 7) 。 
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空き家が増加した理由は，第 1 に日本における税法上の問題点が挙げられる。固定
資産税では，農地などの宅地化を進めるために 1973 年に導入された軽減税率がいまだ
に存在し，土地に建物がある場合は更地と比較して 6 倍の税額の差が生まれる。その
ため土地の所有者は，税金の支払い額抑制のため，できるだけ建物を残そうとする。 
 
図表 7 総住宅数と空き家数，空き家率の推移 
 
          (出所)国土交通省統計局「空き家実態調査」を参考に筆者作成。 
 
さらに平成 27 年の相続税の改正により，現金や土地を所有していると課税額が高く
評価されてしまうため，不動産を所有して資産の評価額を下げ，節税したいという誘
因も生まれた。つまり昨今の都心マンションの価格高騰は実需ではなく，節税目的の
購入によるものが多い。不動産会社や銀行も節税を名目に顧客を引き付ける営業活動
を行っている事態がみられる。 
第 2 に，日本における新築住宅信仰が根強いことが挙げられる。日本では長年，結
婚し，子供を産んで，新築の住宅を購入することがよしとされる文化があった。そし
て，それを後押しするように各銀行は住宅ローンの拡充を図り，低金利で長期間の借
入れが可能となった。しかし，長引く不況と少子高齢化，さらにインターネットの普
及により，多様な価値観を受け容れる社会となって，結婚をしない選択や住宅を持た
ない選択をする若者が増えてきている。 
	 このような理由から，現状では空き家は増加し続けており，将来的にも増加傾向に
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あると予測されている。高度経済成長期に大量に供給された住宅は，そうした需要の
観点からだけでなく，安全性や景観の観点からも取り壊す必要が生じる場合がある。
政府は平成 27 年度に発表した税制改正の大綱において，自治体が危ないと判断した空
き家を軽減の対象から外すこととした3。このように，政府と自治体は空き家の適正な
管理と処分の促進を図っている。 
 
第二節 空き家が増加する理由 
	 日本で空き家が増加する理由は，税法上の理由や新築住宅信仰だけではない。本節
では，日本人の住宅観，日本の経済政策，相続との関係と 3 点について論じる。 
第 1 に，日本人にとって「住むこと」とは何かを考えることは空き家の増加問題を
考える上で重要なヒントになる。社会学において，平井は「住むこと(housing)」を
主題とする分野が独立していないと主張する(平井 2012)。これは，住居が社会学にお
いて伝統的に守られてきた個人(主体)・集団(組織)・地域(コミュニティといった)とい
った枠組みに収まりきらない性質をもつことと深く関わっている(平井 2012)。つま
り，「住むこと」は建物の物質としてだけではなく，社会との関わりがあり，個人や
集団のアイデンティティ，コミュニティを超えた社会的な過程であるとされる。 
	 空き家の増加問題は必要とされる量を超えた住宅の過剰を示しており，社会学的に
とらえれば，空き家はアイデンティティや社会への帰属感を確認できる質を伴わない
住宅が残されたものである(平井 2012)。住むことには建物の物質を超えた社会的な価
値が内包されており，他の製品の処分のように，古くなったから新しいものに買い換
えるといった購買行動は起こしづらい。持ち物はまたアイデンティティの拠り所にな
る。ソロモンの言うように人は過去の物の中に生きているのである(Solomon, 2011)。 
	 平成 26 年に実施された国土交通省の空き家実態調査では，消費者が空き家にしてし
まう理由の上位は「とりあえずそのままにしたい」「暫定的なスペースとしてとりあえ
ず残してしまう」となっている。物質主義社会に生きる現代の消費者は，製品の処分
に 関 し て ， ま だ 古 い も の が 使 え る の に 新 し い 製 品 を 入 手 す る こ と が 多 い 
(Solomon2011)。ただし，住宅は例外である。家には家族や集団が投影されるため，空
                                                   
3 空き家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年 11 月 27 日法律第 127 号)により適切な管理が行
われていない空き家等が防災，衛生，景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに
鑑み，特定空き家と自治体に認定されれば，所有者の許可なく空き家を解体することができる。 
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き家の処分には古くなったから，まだ使えるのに新しいものを購入するといった行動
は見られにくい。このように，家に対する強い愛着が空き家の処分を進ませない要因
となっている 
	 野澤(2016)は「人口減少社会にもかかわらず住宅過剰社会」という不思議な国に住ん
でいると指摘している。住宅過剰社会とは，世帯数を大幅に超えた住宅がすでにあり，
空き家が右肩上がりに増えているにもかかわらず，将来世代への深刻な影響を見過ご
し，居住地を焼畑的に広げ，住宅を大量に作り続ける社会のことである(野澤 2016)。 
第 2 に，空き家率が 2013 年時点で 13.5%という異常な数値になっているにも関わら
ず，住宅が供給され続けてしまう理由は，日本の経済政策にも関係している。低金利
や住宅ローン減税など，あらゆる施策を通じて住宅購入を煽る目的は，詰まるところ
GDP の維持である。住宅ローン，各種保険，自動車購入など住宅の購入は関連業種へ
の波及効果があり，それによって日本の経済力が維持される。そのため，空き家が増
えようと構わず，低金利政策や住宅ローン減税の度重なる延期が行われ，空き家率も
上昇し続けるのである。 
	 国土交通省が 2013 年の住宅・土地統計調査をもとに分析した結果によると，戸建て
等では駅近で便利と思われる立地の方が空き家率は高い。特に交通網が発達している
東京都や大阪府の大都市において，この傾向が顕著である。その背景には，大都市は
駅周辺から先に開発され，自家用車の普及を背景に，駅から郊外へ住宅開発が広がっ
ていった経緯がある。都市中心部は古く，周辺は新しい街が多いのである(野澤 2016)。 
	 空き家というと，郊外や田舎に多いとイメージすることが多いが，野澤氏の指摘の
通り，実は大都市部の駅近郊に多く野放しにされてしまっている現状がある。都市部
の空き家は特に，違法労働者，浮浪者の溜まり場になり，犯罪が発生する可能性が高
くなる。また，都市部は密接して住宅が建てられるため，近隣への被害も生じやすい。 
	 第 3 に，空き家と相続にも深い関連性がある。平成 26 年度の空き家実態調査では，
空き家の取得経緯は相続が 52%である。相続で取得することが，空き家を放置してし
まう要因の一つである可能性が高い。団塊世代や段階ジュニア世代が地方や大都市郊
外にある実家を相続する時期となり始めている。それに伴い，住む予定のない実家の
相続のタイミングで，今後ますます空き家が増えていく可能性が高い。 
親の死後に残されるのはプラスの遺産だけではない。住宅の質や立地によっては，
売りたくても買い手がつかない負の遺産となるケースがすでに続出し「負動産」と揶
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揄されることもある (野澤 2016)。事実，住む予定がない実家や維持管理ができない住
宅の相続を放棄するケースが急増している。裁判所の司法統計4によると，相続放棄の
申立件数はここ 20 年間で 3 倍に膨れ上がっているという。 
	 空き家の解体・除去にかかる費用は，所有者に請求することになるが，相続人全員
が相続放棄すれば，自治体が負担するしかない。今後，空き家の解体・除去への税金投
入など，社会的コストが膨らみ続けることも懸念されている (野澤 2016)。 
	 以上のように，日本で空き家が増え続ける理由としては，住宅に対する愛着や国の
経済政策，相続の問題や自治体の社会的コストなど，社会学的にはミクロ・マクロの
両方の要因が含まれている。次節では，空き家実態調査のデータに基づき，空き家を
取り巻く現状をさらに深く理解していくことにする。 
 
第三節 空き家実態調査に基づく考察 
 本節では，国土交通省の『平成 26 年度空き家実態調査』5の内容について考察す
る。調査対象となった空き家の概要は，取り壊し予定 5％，建築時期は昭和 55 年以
前が 67％，腐朽・破損が 46％，所有者年齢は 60 歳以上が 73％，自宅からの距離は車・
電車で 1 時間以内が 67％，取得した経緯は相続が 52％である。 
この 2 次データを利用し，以下では次の 8 点について分析を行う。すなわち，(1)利
用状況，(2)建築時期，(3)腐朽・破損状況，(4)所有者年齢，(5)自宅からの距離，(6)取得
経緯，(7)今後の利用意向，(8)空き家にしておく理由の 8 点である。 
第 1 に利用状況については，所有者が何らかの形で利用しているとの回答が 41％，
物置にしているが 17％で，取り壊し予定は 5％に過ぎない(図表 8)。第 2 に，建築時期
は昭和 25 年から昭和 55 年までが 67％である。築年数が 40 年近く経過した建物が 7 割
を占め，地震等の倒壊リスクを考えると，すぐに取り壊さなければならない可能性が
高い(図表 9)。第 3 に，既に腐朽・破損が生じている空き家が 46％に達している(図表
10)。以上のデータから，空き家は物置など何らかの形で利用し，取り壊す予定はない
ものの，屋根や柱，外回り，室内などに腐朽・破損が生じている現状がうかがえる。 
                                                   
4 裁判所「司法統計年報」参照。 
5 空き家実態調査は，昭和 38 年から 5 年毎に実施されている国土交通省の実態調査である。平成 26 年
度の調査は平成 25 年住宅・土地統計調査(平成 25 年 10 月 1 日現在)の調査対象住宅のうち，戸建て空き
家等から無作為に抽出したものの所有者を対象として行われた。 
http://www.mlit.go.jp/report/press/house02_hh_000088.html。 
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第 4 に，空き家所有者の年齢は 60 歳以上で 70％を占める(図表 11)。49 歳以下の所
有者は 7.8％に過ぎず，空き家の所有者は高齢者が中心である。第 5 の自宅からの距離
はほとんどないが 21％，徒歩圏内 17％，車・電車などで 1 時間以内が 29％で，空き家
の多くは所有者の自宅から近い(図表 12)。前節で指摘したとおり，空き家というと地
方の集落が連想されやすいが，実際は近隣の親の実家を相続することも多いのである。 
	 第 6 に，自宅を取得した経緯は相続が 52％を占める(図表 13)。所有者自身が以前に
住んでいた住宅を賃貸に出し，築年数が古くなって賃借人の募集が難しくなり，その
まま放置されているケースもある。第 7 に今後の利用意向については，所有者やその
親族が利用するが 23％，空き家のままが 22％である(図表 14)。築年数が経過し，腐朽・
破損が見られるにもかかわらず，空き家の所有者は取り壊しや売却を考えず，とりあ
えず残して起きたいという意向が強いことがわかる。 
	 最後に，空き家にしておく理由は「経済状況」「資産性の低さ」「費用の発生」「暫定
的な心理面」「暫定的なスペース」の 5 つの要因に整理できる(図表 15 および図表 16)。
意外なことに，経済状況や資産性の低さは決定的な要因とは言えず，むしろ理由とし
て大きいのは，暫定的な心理面とスペース，そして費用である。 
費用の発生に関しては，直接的な解対費用などの処理費用が念頭にあり，将来的に
支払い続ける固定資産税と解体費用との比較はなされていないと考えられる。所有者
に空き家を所有し続けることのリスクが十分に伝わっていない可能性がある。 
そこで本稿では，こうした費用の発生，暫定的な心理面，暫定的なスペースの確保
といった要因に注目し，カスタマー・エンゲージメント・マネジメント (Customer 
Engagement Management，以下 CEM)の観点から，空き地所有者に対するマーケティ
ングのあり方を考察する。次章では CEM の先行研究を紹介し，第 5 章においては，解
体業者である自社の事例を基に，CEM の仕組みの構築を考えていきたい。 
 
図表 8 空き家の利用状況 
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 (注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 9 人が住んでいない戸建ての建築時期 
 
	 (注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 10 腐朽・破損の状況 
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(注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 11 所有者の年齢 
 
(注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 12 所有者の自宅等からの距離 
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(注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 13 住宅を取得した経緯 
 
(注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 14 今後の利用意向 
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(注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 15 空き家にしておく理由 
 
	 	 (注) 複数回答(n=461)  
	  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
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図表 16 空き家にする理由 
理由 平均値 
暫定的なスペース 38.9% 
暫定的な心理面 28.9% 
費用の発生 28.8% 
資産性の低さ 19.7% 
経済状況 6.7% 
      (注)複数回答の平均値。(n=461) 
	  (出所)筆者作成。 
 
 
第 4 章 CRM と CEM の先行研究 
近年，さまざまなマーケティング会社から数々の CMS (Contents Management 
System)と呼ばれるコンテンツ・マーケティング・ツールやマーケティング・オート
メーションツールが提供されている。 
一方，現実の動きの速さもあって，言葉が一人歩きし，厳密な定義がなされていな
い側面もある。たとえば，CMS やマーケティング・オートメーションには，BtoB の
見込み客の育成(Lead Nurturing，リード・ナーチャリング)を主眼とするツールもあ
れば，BtoC のように HP 上で接客を行う web 接客のツールもある。 
これらはすべてオンラインの顧客体験をより精密化させるという共通点はあるもの
の，時に単なるメール・マーケティングのような押し売りになるケースもある。顧客
の行動履歴を利用できるからこそ，顧客が望む連絡方法，連絡のタイミングや，情報
の質と量を精密化させなければ，カスタマー・エンゲージメントの向上はできない。 
本章では，顧客管理に関して先行する概念であるカスタマー・リレーションシップ・
マネジメント(Customer Relationship Management,	 以下 CRM)と，近年コンテンツ・
マーケティングやマーケティング・オートメーションのエンゲージメントの概念に関
連する CEM の先行研究を紹介し，CRM と CEM の違いに関する理解を深めたい。 
 
第一節 CRM の先行研究 
顧客関係管理(CRM)という用語は，1990 年代半ばに情報技術ベンダーのコミュニテ
ィと開業者のコミュニティに登場し，営業力自動化(SFA)などの技術ベースの顧客ソ
リューションを記述するためによく使用されてきた。学界では，リレーションシッ
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プ・マーケティングと CRM は，しばしば同じ意味で使用されている(Payne & Frow, 
2005)。 
	 たとえば株式会社セールスフォース・ドットコムの提供する CRM システムは，同社
のホームページによると，生産性を引き上げ，有望なリードを多数パイプラインへ引
き込み，商談の制約件数を増やすことを目指している6。つまり CRM は，質の高い顧
客管理が企業のマーケティング戦略の成功につながることを想定している。 
	 つまり，CRM とは単に顧客獲得に使用される IT ソリューションではなく，戦略的
ビジョンの深い統合を伴う。そして，マルチチャネルにおける顧客情報の価値を企業
が理解し，適切に顧客情報の管理を行うことである。それには，CRM のアプリケーシ
ョンの適切な利用，高品質のオペレーションを行うことで，顧客にサービスを提供す
るものだとされる。つまり，CRM とは単なる概念的なものではなく，企業における戦
略の一部として組み込まれるべき性質を持ち，それを組織全体として実行する必要が
ある(Payne & Frow, 2005)。 
	 さらに，CRM は企業組織の機能的な統合を図ることを求められている。CRM は，
データと情報を使用して顧客を理解し，価値を共に創造する機会を提供し，情報，技
術，およびアプリケーションを通じて可能になるプロセス，人材，業務，マーケティ
ング機能の機能的な統合が必要(Payne & Frow, 2005)とされる。 
	 また CRM の定義は，IT，企業の戦略的な側面だけでなく，顧客との長期的な関係
性構築から収益性にまで及んでいる。重要な顧客および顧客層との適切な関係の構築
を通じて，株主価値の向上に関わる戦略的アプローチで， CRM はリレーションシッ
プ・マーケティング戦略と IT の可能性を結集して，顧客やその他の主要なステーク
ホルダーとの長期的な収益性の高い関係を構築する。ビジネスの改善と株式価値の上
昇(業績見通しのプロセス)で結論づけられている(Payne & Frow, 2005)。つまり，
CRM は組織の戦略的なプロセスから株価の上昇という企業業績への改善まで追求し
ていると言える。 
	 CRM による価値創造に関しては，第一に，既存の潜在的な顧客の収益性が顧客や顧
客セグメントによってどのように異なるかを判断する必要がある。第二に，顧客獲得
と顧客維持，クロスセリング，アップセリング，顧客の関係の経済性を理解する必要
                                                   
6 https://www.salesforce.com/jp/products/ 2017/11 アクセス。 
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がある。これらの要素がどのように顧客の生涯価値を高めることに貢献するかは，価
値創造である(Payne & Frow, 2005)とされ，顧客の生涯価値を高めるためには価値創造
が必要になるとされる。 
	 ここまで，CRM の定義について先行研究を追ってきたが，CRM とは，単なる IT ソ
リューションではなく，企業の戦略的な位置付けであり，事業部横断的なマルチチャ
ネル統合型システムである。CRM の定義では，Payne and Frow(2005)は顧客との適切
な関係を形成することを要求し，長期的かつ強固な関係はもはや最終的な目的ではな
いことを意味する。また，長期的な関係が必ずしもより収益性が高いとは限らず，顧
客間で収益とコストの異質性が強い(Reinartz & Kumar 2000)。このテーマに沿って，
企業が顧客獲得顧客保持率を最適化する方法や，抽出された CLV を最適化するような
開発戦略を検討した結果，株主価値の創造につながる可能性がある (Kumar & Shah 
2009)。 
 
第二節 CEM の先行研究 
	 CEM という概念は学術的にはまだ定義されていない。そのため，まずカスタマー・
エンゲージメントに関する先行研究を捉えていく。 
心理学の分野ではエンゲージメントは 1990 年から研究されているが，マーケティン
グの論文としては，2004 年から発表され始めた経緯がある(Vivek, Beatty, and Morgan 
2012)。Brodie et al(2011)は，カスタマー・エンゲージメントを「特定の製品，企業，
ブランドと相互的かつ共創的に提供された主要なサービス体験によって喚起される心
理的状態」と定義している。この考え方におけるエンゲージメントは，顧客が企業と
能動的に関係構築する動機付けされた状態を指す。Kumar et al(2010)はカスタマー・
エンゲージメントが購買行動，推奨行動，顧客のインフルエンサー化，知識化の 4 つ
の要素で構成されていることを示している。このように，カスタマー・エンゲージメ
ントの概念や構成要素が各論文で発表されてきた(Vivek, Beatty, and Morgan 2012)。 
 このような流れを汲んだ上で，カスタマー・エンゲージメントとは購買を超えるも
のであると Vivek, Beatty and Morgan(2012)は定義した。購入を超えて関与することで，
必ずしも購入することなく，または購入することを計画していない消費者が関与する
イベントや活動に関わらず，検索，代替評価，意思決定に直接関連するブランドの選
択を行う。この焦点には購買者の購入後活動も含まれる。心理学の研究者においては，
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エンゲージメントは，一般的に，仕事，役割，雇用の文脈で定義される。エンゲージメ
ントは，認知(cognitive)，訴求(affective)，行動(behavioral)，社会性(social)の四つの要
素で構成されている(Vivek, Beatty, and Morgan 2012)。 
	 過去 20 年間の実際のリレーションシップ・マーケティング研究の焦点は，新規顧客
の獲得にほとんど注意を払わずに，既存顧客との関係を強化，維持，維持することを
主な目的としていた。そのような顧客と企業との関係における相互作用は，企業によ
って推進され，これらの相互作用の結果は，商品とサービスの交換によって測定され
る。したがって，リレーションシップ・マーケティングの文献にカスタマー・エンゲー
ジメントを組み込むことで，「購入を超えて」顧客に焦点を当てたより多くの研究が促
進されるはずである。マーケティングではまだ完全には開発されていないものの，教
育と心理学におけるエンゲージメントに関する文献の増加，実務家文献，情報システ
ム，マーケティングにおけるカスタマー・エンゲージメント，心理学とマネジメント
における従業員の関わりを比較する。 リレーションシップ・マーケティングのコンポ
ーネントで，攻撃的および守備的なマーケティング戦略の両方に適用される(Vivek, 
Beatty, and Morgan 2012)。 
	 カスタマー・エンゲージメントがリレーションシップ・マネジメントの文献に登場
して来た背景は次のとおりである。第 1 に，潜在顧客と顕在顧客に対して，ブランド
価値の拡大を目的としたビジネスが広がってきたことである。第 2 に，現在の多くの
マーケティングの計画では購買に焦点を置いたものではなく，単に関心のある関係者
全てとのエンゲージメントの達到達度に焦点を当てていることである。第 3 に，顕在
顧客と潜在顧客は頻繁にインタラクションを起こしている。商品を購入する前に，他
の顧客や製品レビューウェブサイトのオンラインレビューを読むことが多いことを考
えると，このインタラクションは購買意思決定に強く影響している。第 4 に，リレー
ションシップ・マーケティング調査におけるカスタマー・エンゲージメントは，顧客
同士のインタラクションを構造化すること，また経験を共有すること，互いの問題を
解決することに対して支援をすることに焦点を当てたものである(Vivek, Beatty, and 
Morgan 2012)。 
	 カスタマー・エンゲージメントはリレーションシップ・マーケティングの文脈の中
に組み込まれた重要な構成になるので，組織，組織のネットワーク，そして顕在顧客
と潜在顧客の間でのインタラクションによる優れた効果を生む。カスタマー・エンゲ
 26 
ージメントでは，関係性は買い手と売り手の間だけではなく，顕在顧客と潜在顧客，
非顧客，一般社会，またインタラクションから生まれて来た関係性と売り手である。
このようなエンゲージメントを通じて，信頼，好意とコミットメントが進展し，その
後，ブランドを購入しているのかにかかわらず個人とブランドの関係が形成される
(Vivek, Beatty, and Morgan 2012)。 
	 カスタマー・エンゲージメントは，顧客または組織のどちらかが始めた組織の提供
する財・サービスまたはアクティビティに対しての個人的な参加と繋がりの強さであ
る。個人は，現在の顧客または潜在的な顧客である可能性がある。カスタマー・エンゲ
ージメントは，認知的，情緒的，行動的，または社会的に現れる可能性がある。カスタ
マー・エンゲージメントにおける認知的かつ感情的な要素は，顧客の経験と気持ちを
反映し，行動的および社会的要素は，既存顧客および潜在顧客による交換状況の内側
と外側での参加を掴むことである。 カスタマー・エンゲージメントは，個人が組織の
提供や活動に基づいて組織と結びついた関係を含んでいる。潜在顧客また顕在顧客は，
組織の提供物品や活動に固有の経験を生かし，ブランドに強く参加して経験に基づい
た関係を構築する(Vivek, Beatty, and Morgan 2012)。 
カスタマー・エンゲージメントは，購買や再購買段階に関してブランドの比較検討
を行わず，行動段階における購買意思決定を伴わないという点でブランドロイヤルテ
ィとは区別される。カスタマー・エンゲージメントにおける認知的・感情的・行動的・
社会的要素は，交換(exchange)ではなく経験(experience)に関するものである。したが
って，カスタマー・エンゲージメントはブランドロイヤルティとは区別され，エンゲ
ージされた個人は，彼らがエンゲージメントを関連づける企業やブランドに強い結び
つきを構築する(Vivek, Beatty, and Morgan 2012)。 
 
第三節 顧客経験とカスタマージャーニーの先行研究 
第一項 顧客経験とは 
	 エンゲージメントという概念を考える上では，顧客経験(Customer Experience, 以
下，CX)やカスタマージャーニーが大事になる。 
顧客経験の起源は1960年代に Kotler(1967)，Howard & Sheth(1969)を中心としたマ
ーケティングや消費者行動に関する初期段階の萌芽的理論形成まで遡る。顧客経験と
は，一般的に多次元な構造を持ち，そこには認知，感情，行動，感覚，そして社会的側
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面を包括したものであるとされる。経験は顧客の購買意思決定プロセス，カスタマー
ジャーニーの様々なフェーズに存在する企業とのタッチポイントの集積によって構成
されている。つまり顧客経験とは，多面的な構造を持ち，購買プロセス全体を通して
発生する，企業の提供物に対する顧客の認知的，感情的，行動的，感覚的，社会的な反
応である (Schmitt 1999)。 
ただし，この論文のカスタマージャーニーのモデルでは消費者の行動が掴みづらい
ため，本稿では，コトラー他(2016)の5Aモデル，岩本他(2016)のNewAIDAモデルを用
いて，空き家解体に関するカスタマージャーニーを考えていくことにする。 
 
第二項 消費者購買意思決定プロセスモデル 
	 消費者行動論において最も影響力のある購買意思決定モデルといえばHoward & 
Sheth(1969)モデルが挙げられる。このモデルはいかに広告が購買行動に影響を及ぼす
かといった AIDAモデルを包含している。購買経路モデルと顧客体験マネジメントに
おいては，AIDAモデルと深い関係のあるマーケティングファネルもしくは購買ファネ
ルが最も普及している理論である。これらのモデルは特に顧客経験を包括的に捉えて
おり，現在カスタマージャーニーと呼ばれている購買プロセスの流れを解明している
(Lemon & Verhoef, 2016)。そのため，本稿ではAIDAモデルの進化系とされるNewAIDA
モデルによる考察を行う。 
 
第三項  顧客経験の研究領域と測定方法 
	 顧客経験に関わる主要な研究テーマは，大きく3つの領域に区分できる。1つ目は，
行動などのプロセス自体に関わる研究領域であり，2つ目は，プロセスがもたらす結果
に関わる顧客満足，サービス品質，関係性マーケティングなどの研究領域であり，3つ
目が顧客経験の内的，構造的側面に焦点を当てた顧客中心主義研究である。1点目のプ
ロセス自体に焦点を当てた研究領域は，顧客経験が買物行動を通して形成されるとい
う考え方の基礎構築に寄与しており，実務への示唆としては，カスタマージャーニー
における複数のコミュニケーション・タッチポイントの重要性および，それらタッチ
ポイントを通して形成される顧客経験管理は複雑化を増していることである(Lemon 
& Verhoef, 2016)。 
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	 第5章において後述する研究領域は1つ目の行動などのプロセス自体に関わる研究領
域であり，カスタマージャーニー上で顧客のオンラインとオフラインの行動を把握す
る。 
 
第四節 コンテンツとマーケティング・オートメーション 
第一項 コンテンツとマーケティング・オートメーション 
上記に紹介した先行研究は，どれも概念的で本質的なものであって，コンテンツ・
マーケティングとマーケティング・オートメーションの仕組みや効果に関して実証研
究されたものではない。そのため先行研究の中で，実務におけるコンテンツ・マーケ
ティングとマーケティング・オートメーションの説明をする必要がある。 
コンテンツ・マーケティングとマーケティング・オートメーションに直接言及した
論文は，トップジャーナルなどでは発表されていない。ただその中でも， Industrial 
Marketing Management に 発 表 さ れ た Jarvinen and Heini(2016) の ”Harnessing 
marketing automation for B2B content marketing”は，B2B で高関与かつ購買検討期間
が長期間に渡る業界への定性的な調査であるが，十分に B2C への示唆は含まれている。 
	 コンテンツ・マーケティングとは，ソーシャルメディア・マーケティングと密接に
関連しており，広告を使ったコミュニケーションよりもより直接的でかつ物語調の意
味を持つ。さらに，コンテンツ・マーケティングはソーシャル・メディア環境における
テクニックかつアプローチと言える(Pulizzi 2011)。この意味では，ソーシャル・メデ
ィアはコンテンツを配信し，共有するための一連のチャネルでありプラットフォーム
であると理解される(Jarvinen and Heini, 2016)。 
	 マーケティング・オートメーションとは，ユーザーに特定のルールに基づいてコン
テンツを配信するためのソフトウェアのプラットフォームである。ここで言うパーソ
ナライズ化とは，一般的に個人的な尺度におけるマーケティング・ミックス要素のカ
スタマイズを意味している。その目的は，一人一人を個人的な目的を持った顧客とし
て捉えて，一人一人の期待を満たすためにコンテンツをデザインすることである
(Jarvinen and Heini, 2016)。 
 
第二項 マーケティング・オートメーションの仕組み 
	 マーケティング・オートメーションの仕組みは，クッキーと IP アドレスの使用履歴
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を通じてウェブサイトの訪問者のオンラインの行動をトラッキングすることで，ウェ
ブアナリティクスのようなテクニックに利用されるものである。グーグルアナリティ
クスのようなウェブ分析ソフトウェアツールでは大抵機能が制限されているのだが，
マーケティング・オートメーションでは顧客を特定して顧客のウェブでの行動履歴を
長期間追跡することを可能にした(Jarvinen & Heini, 2016)。 
	 マーケティング・オートメーションは，見込み客を積極的な意義と消極的な意義の
両方を開拓したと言える。過去のトランザクションとウェブ閲覧履歴から積極的なア
プローチをする場合は，直接質問をすることもあるが，消極的なアプローチをする場
合は，情報を伝えるにとどまる。この積極性アプローチと消極性アプローチに基づい
て，マーケティング・オートメーションのプログラムは，メッセージはパーソナライ
ズ化され，見込客ごとの購買ステージを特定することができる(Jarvinen & Heini, 2016)。 
 
第三項 セールスファネルのフレームワーク 
	 コンテンツ・マーケティングとマーケティング・オートメーションは，従来型の CRM
のセールスのフレームワークへとつながる。CRM は顕在顧客を管理するためのツール
であったが，コンテンツ・マーケティングを行うことで潜在顧客に認知してもらい，
さらに見込客に個人の購買ステージごとに情報を伝えることで育成することをマーケ
ティング・オートメーションは可能にした。この育成された潜在顧客は顕在顧客とな
り、セールスの CRM のようなシステムによって顧客管理されるような仕組みとなる
(Jarvinen & Heini, 2016)。 
図表 17 セールスファネルのフレームワーク 
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(出所) Jarvinen & Heini, 2016。 
	  
図表 17 のセールスファネルでは，見込客の疑いのある人 (suspects)，見込客
(prospects)，リード顧客(leads)，契約者(deals)に分類されて，suspects から prospects
へは，ファネルに落とし込んでいき，セールスから連絡の取れる顧客は leads，契約で
きるリード顧客のことを deals とされる。この suspects から prospects への過程で，
過度に suspects のプールを拡大することは，prospects を審査し，選択する作業の複雑
さを考えると逆効果に働く可能性がある。従って，量よりも質に焦点を当てることに
よって，効果的に恩恵を得ることができる(Jarvinen & Taiminen, 2016)。 
コンテンツ・マーケティングは，インターネットは購買プロセスの初期段階で情報
源としてよく利用されるため(Wiersema 2013)，suspects の質を向上させることで効果
的な手段として役に立つ。Long, Tellefsen, & Lichtenthal(2007)によると、デジタル時
代においては，潜在顧客を企業のウェブサイトに誘導し，自らを特定するように動機
づけする十分な機会を提供する。ターゲット顧客に対して，魅力的で関連性の高いコ
ンテンツを作成して，デジタルメディアを通じてターゲット顧客に配信することは、
特に有効的なのは明らかである。suspects が prospects になると，セールス担当者は全
面的に，トップランクの見込み客に連絡することによってのみ販売効率を高める必要
がある(D'Haen ＆ Van den Poel 2013)。客観的に prospects が deals になる可能性が高
いか判断することは，B2B の業界では非常に困難な課題であるとされる。具体的には，
リードに質は，セールスの直感とセールスの自己申告によるものである(Jolson 1988, 
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Jarvinen & Taiminen, 2016)。 
このような問題点を解決するために，セールスファネルとマーケティングファネル
は統合される必要がある。それが次項のフレームワークである。 
 
第四項 マーケティングとセールスファネルのフレームワーク 
企業はマーケティング・オートメーションソフトウェアを導入し、マーケティング
担当者が適切なコンテンツを，適切なタイミングで，顧客をターゲットにできるよう
になった。顧客のコミュニケーションとコンテンツ配信のプロモーションの大部分が
自動化されており、新たに獲得した販売リードはシステムによって事前に選定されて
いるため、セールス部門によってリードの質を評価することよりも，実際に販売に多
くのリソースを割り当てることができるようになった(Jarvinen & Taiminen, 2016)。 
マーケティング部門のどのリードがセールス部門に送られるべきなのかは，マーケ
ティング・オートメーションのスコアリングシステムによって決定される。ナーチャ
リングのプロセスの中でパーソナライズ化される基準に基づいて，リードのスコアリ
ングはプロフィール情報やオンラインでの閲覧履歴に形成される。マーケティング部
門のマーケティング・オートメーションにおいて問題なのは，リードのスコアリング
ではさまざまな要因や時間の経過を正確に把握できないこともあり，普遍なレーティ
ングとは言えない。また潜在顧客のスコアリングが不正確なため，良くないリードが
入り込んでしまうリスクもある(Jarvinen & Taiminen, 2016)。 
一方で，セールス部門の CRM において問題なのは，リードが契約できたかできなか
ったか営業担当者の手動で入力されており，必ず起こるわけではないが，金額の低い
取引に関しては CRM に入力されないことがあり，不正確なデータを取得することが
ある。この意味では，マーケティング部門のマーケティング・オートメーションとセ
ールス部門の CRM は統合される必要があり，お互いに同じ評価基準でスコアリング
を行うことで解決される(Jarvinen and Taiminen, 2016)。 
図表 18 はこの流れを適切に表している。このフレームワークでは，マーケティング
部門がマーケティング戦略を立案し，実行していく際には必要なものであり，次章に
おいて，顧客にどうやってコンテンツ・マーケティングで認知させ，マーケティング・
オートメーションで顧客を育成するといった内容を自社のビジネスモデルを事例とし
て，より具体的に検証していく。 
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	 図表 18 マーケティングとセールスファネルのフレームワーク 
 
(出所)Jarvinen & Taiminen(2016)。 
 
 
第 5 章 デジタル・マーケティングの顧客創造型ビジネスモデル 
第一節 中小企業にとってのコンテンツの有用性 
	 BtoB の大企業で，かつ高関与な産業財を扱う企業にマーケティング・オートメーシ
ョンとコンテンツ・マーケティングの有用性を Jarvinen & Heini(2016)は主張している。
この論文では，BtoB の顧客の購買決定に対してインターネットの重要性は BtoB 企業
に潜在顧客を獲得するためにデジタル・コンテンツを創造する動機付けとなっており，
この傾向はコンテンツ・マーケティングという新しいパラダイムを生み出している
(Jarvinen, Joel & Heini, Taiminen2016)とある。 
	 また，BtoB のデジタル・コンテンツ・マーケティングとは，購買プロセスの中で創
造，配布，共有，関係性，強制的にコンテンツを適切なタイミングで提供することであ
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る(Holliman and Rowley2014)。 
	 しかし，この論文で大企業の BtoB に関わるマーケティングを論じているが，このよ
うな手法は大企業に収まるのではなく，BtoBtoC の中小企業においてもコンテンツ・
マーケティングを行い，BtoC の顧客獲得を可能とする。現在，中小企業においてコン
テンツ・マーケティングを実施して顧客獲得に成功する事例が多く発生している。こ
れは，これまで BtoBtoC で顧客を紹介してもらっていたものが，BtoC で直接顧客につ
ながることができることを表す。これまで BtoBtoC の中小企業は BtoB の企業から BtoC
の顧客を紹介してもらうか，アーンドメディアに広告を発注し広告費を投入すること
で BtoC の顧客を獲得していた。しかし，コンテンツ・マーケティングを行うことでオ
ウンドメディアにおいて，広告費をかけずにキーワードや検索意図を考慮したサイト
運営をすることで BtoC から直接顧客獲得を図ることを可能にした。 
 
第一項 Google における検索アルゴリズムの変遷 
	 2011 年，Google においてパンダアップデートと呼ばれる自然検索におけるアルゴリ
ズムの変更が行われて，検索上位表示の要件が単なるキーワード検索からコンテンツ
の中身を重視するようになった。2012 年，Google において今度はペンギンアップデー
ト呼ばれるアルゴリズムの変更が行われて，不自然なリンクや過剰な SEO 対策に対し
て評価を下げるような変更が行われた。そして 2013 年にハミングバードアップデート
と呼ばれる自然検索におけるアルゴリズムの変更が行われ，言葉の意味や言葉の意図
を理解するまでになった。 
	 これは，何を意味するかというと，従来の SEO 対策であった外部施策では SEO 対
策にはならなくなり，内部施策であるコンテンツに比重が置かれるようになった。つ
まり，表面的なキーワードの羅列よりも検索意図の把握が重要であり，検索意図を満
たすコンテンツが用意されているかが自然検索で上位にくる要因へと変化した。 
	 そうすると，これまでアーンドメディアに広告費を投入して BtoC の顧客獲得を図
っていた企業が，オウンドメディアのコンテンツを充実させることでオウンドメディ
アに顧客を誘導して広告費を投入せずに BtoC の顧客を獲得することができるように
なった。顧客獲得には，多額の広告費が必要であり，広告を行うことで製品や企業の
ブランディングが可能となると考えられていたため中小企業には自ら自社製品や企業
を宣伝する術が限られていたが，コンテンツ・マーケティングのおかげで広告費をか
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けずに顧客獲得に成功する中小企業が生まれ出した。 
 
第二項 コトラーの考えるコンテンツ・マーケティング 
	 コンテンツ・マーケティングとは，要約して言うと，コンテンツに関するカンバセ
ーション(ネット上や直接の会話)を生み出すために，明確に限定されたオーディエン
ス・グループにとって興味があり，適切で，役に立つコンテンツを，制作，編集，配
信，拡散することを伴うマーケティング手法である。また，ブランドや顧客のより深
い繋がりを生み出すブランド・ジャーナリズムやブランド・パブリッシングの別形態
ともみなされている(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。 
	 コンテンツ・マーケティングは近年，バズワード(流行語)になっており，デジタル
経済における広告の未来としてもてはやされている。インターネットによってもたら
された透明性が，コンテンツ・マーケティングという考えを生み出したのは確かであ
る。顧客は現在広告にあまり魅力を感じていなくマーケターは今日，従来の広告で顧
客に到達しようとすると顧客が広告を必ずしも信用していないという大きな障害に直
面する。広告よりも，友人や家族にブランドに関する率直な意見を聞く方が良いと思
っている。ブランドに夜主張を耳にするとき，顧客は自分のコミュニティの信頼でき
る仲間と話をすることで，その主張が事実かどうか確かめるのだ(Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。 
 
第二節 弊社の事例研究 
	 弊社は埼玉県新座市に事務所がある従業員 30 名の建設機械のレンタルと解体事業
を行う建設業者である。建設機械のレンタルが東日本大震災の復興工事も落ち着き，
オリンピック需要も終われば国内需要が下火になることが予測される。そこで，解体
事業の BtoC から顧客獲得するビジネスモデル構築が必要となる。 
	 現在，建設業においてもデジタル化が少しずつ進み，相見積もりサイトのように容
易に他社と価格で比較されてしまう現状がある。つまりインターネット上でこのよう
なことが進めば進むほど，各企業は金太郎飴のようになり差別化できなくなる。買回
品のように商品知識がありインターネットで購買の意思決定ができるものもあれば，
住宅の解体のように見積もりの根拠を正しく説明するには直接オフラインで現地調査
をする必要がある。オンラインで顧客獲得をし，相見積もりサイトで比較されずに，
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オフラインの対面営業にどうやって誘導できるかが弊社の課題であると言える。 
	 弊社は電話で顧客の志向を認識し見積もりを行うとかなり高い確率で受注できてい
る。これが強みであり，相見積もりサイトに掲載しないのは自社の強みを平準化され
ないようにするためである。他社との比較表を作って HP で掲載するようなマーケテ
ィング会社が多くなっているが，比較を容易にさせてしまうと企業の強みがなくなる。
弊社にとってオウンドメディアの必要性がありコンテンツ・マーケティングを実践す
る必要がある。 
弊社において，2012 年 9 月から 2015 年 12 月の期間で受注した顧客アンケート調査
がある。当社の強みは徹底した顧客主義である。解体の相見積もりサイトは存在する
が，当社は参加していない。それは，当社は見積もりを取る際に必ず現地調査を条件
としており，そこに賛同してもらえない顧客は断っている。そのため，最初の 1 本の
電話で顧客の選別を行ない，見積もりを取得した顧客の多くを受注できる高い効率性
を維持している。 
図表 19 は，施工後のアンケート調査結果をまとめたものである。弊社を認知した
90％以上(延べ数)が Google や Yahoo からの自然検索で占めている。このため，まずは
オンライン強化が望まれるが，ターゲット顧客が 50 代，60 代ということを考えると，
オフラインのタッチポイントをどのようにして持つのかが課題であると言える。 
 
図表 19 タッチポイント 
 
          (出所)弊社 HP 参考に筆者作成。 
33% 
48% 
3% 1% 
8% 7% 
Google Yahoo チラシ 看板 紹介 その他
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図表 20 企業選択の理由 
 
	       (出所)弊社 HP 参考に筆者作成。 
 
	 図表 20 では，弊社を選んだ理由をアンケート調査で聞いており，担当者の対応が
72％と一番高い結果となっており，弊社の強みはオフラインの対面営業であると言え
る。また，適正な価格も 60％と評価されている。これは，弊社は全て見積もりの際に
現地調査を必須としており，評価のポイントとなっている。このように，コンテンツ・
マーケティングを導入して，オンラインから顧客獲得を効率的に行い，強みであるオ
フラインの対面営業へと顧客を誘導する仕組みを持つことができれば将来の企業成長
に繋がる。そのため，後述では解体業者におけるオンラインとオフラインのコンテン
ツの効果を測定する実証研究を行う。 
 
第三節 空き家所有者のエンゲージメント 
本節では，空き家の解体という顧客体験について，エンゲージメントとカスタマー
ジャーニーという考え方を適用し，検証していく。不動産は一生に一度の買い物と言
われ，BtoC の顧客には人生で最も高価な買い物である。特に日本の高度経済成長期に
住宅を購入してきた層は家というものに特別な思いがあり，家は家族そのものであり
家族と過ごした思い出の象徴である。この情緒的な想いが，実家が空き家になっても
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48% 
30% 
60% 
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解体して売却などの意思決定を阻害する要因である。 
	 この家の解体の心理的な側面をオンラインから丁寧な顧客体験をして学んでもらっ
て，オフラインで接客から感情に作用し，行動を引き起こす。家の解体ではこのよう
なロジックができる。 
	 コトラー他は Marketing4.0 において，伝統的なマーケティングはデジタル・マー
ケティングに駆逐されるわけではなく，並存されると主張している。それは，顧客の
心理状況でエンジョイメント，エクスペリメント，エンゲージメントの段階において
異なり，推奨まで行くとデジタルで SNS などを通じて一気に拡散するという主張を
している(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。 
 
第一項 金魚型から蝶ネクタイ型へ 
図表 21 金魚型のカスタマージャーニー 
 
	   (出所)コトラーのマーケティング 4.0。 
	  
市場の結果を理解するためには，カスタマージャーニーという概念を使う必要があ
る。これは，顧客が製品またはサービスを全く知らない状態からしっかり認知した状
態へ，それから関心，購入，再購入へ，さらには推奨へという道筋を，どのように進
んでいくかを示すものだ。多様なカスタマージャーニーを簡素化して，一般的な 5A
フレームワークにまとめ，あらゆる産業に適用できるようにした(Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。 
	 図表 21 では，5A フレームワークを使うことで，産業特性を捉えたカスタマージャ
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ーニーを追うことが可能である。そして，空き家所有者のカスタマージャーニーは金
魚型7の特徴を持つ。 
	 金魚型の特徴は，高い好奇心レベルであることである。金魚型のカテゴリーでは，
顧客は通常，選ぶブランドを決める前にいくつもの要因を検討する。購買決定を下す
前に，色々調べたり，第三者からのアドバイスを検討したりする。大手でさえ広告の
効果がほとんどない，極めてコモディティ化された魅力レベルの低い産業で動きが取
れなくなっていることが多い。このような産業のプレーヤーは，概して差別化の設計
と伝達に苦労している。購入プロセスは通常極めて長く，利害の異なる多くの関係者
が関与する。買い手の調査・評価プロセス(調査段階)は徹底しており，競合している
ブランド間の評価結果は概ね類似している。多くの場合，顧客との親密さが決定要因
となる(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。 
	 空き家所有者は，相続で所有権を兄弟で分けて持分を受けるなど関係者が多く，関
係性も親密であり，意思決定がなされづらい構造となっていること。そして相続，税
金，売却と下調べしなければならないことが多岐に渡るため調査段階で好奇心が極め
て高くなる。 
図表 22 蝶ネクタイ型のカスタマージャーニー 
 
     (出所)コトラーのマーケティング 4.0(2017)。 
	 図表 22 では，蝶ネクタイ型のカスタマージャーニーが理想型とされる。蝶ネクタ
イ型は，完璧なブランドの重要な特性を表している。蝶ネクタイ型のカテゴリーで
                                                   
7  コトラーは産業の特性によって，ドアノブ型，金魚型，トランペット型，漏斗型の 4 つのタイプに
属性が分かれると主張している。 
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は，あるブランドを認知している全ての人が，そのブランドの高い評判ゆえに自ら進
んで当該ブランドを推奨する。加えて，当該ブランドの訴求力は極めて強いので，ブ
ランドに引きつけられる全ての人が，それを購入する(訴求＝行動)。明確なポジショ
ニングと適切な好奇心レベルのおかげで，当該ブランドに引きつけられる人は，もっ
と調べる必要があるとは必ずしも思わないのである。この蝶ネクタイ型に近づけるの
に，頑張らなければならないのが金魚型である。金魚型ではコミットメントと親近感
を高めるだけでなく，好奇心のレベルを最適化する必要もある(Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。 
 
第二項 New AIDA モデル 
図表 23 New AIDA Model in the Omni-Channel Age 
 
	    (出所)岩本・川上・鈴木(2016)。 
	  
コトラー他のカスタマージャーニーでは，残念ながらオンラインとオフラインの行
き来がわからず，現在のオムニチャネル時代のカスタマージャーニーとしては説明不
足が否めない。そのため，空き家ビジネスモデルの空き家所有者のカスタマージャー
ニーにおいては，図表 23 に記載した New AIDA Model で説明し，実証研究していく。 
	 コトラーも顧客はますます移動生が高くなり，チャネルにこだわらなくなっており。
オンラインからオフラインへ，またオフラインからオンラインへと頻繁に移動し，明
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確な切れ目のないシームレスで一貫性のある経験を期待する (Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)と主張しているため，モデルはこの New AIDA Model で説明するのが
適切であると考えられる。 
	 解体業者が BtoC の顧客とタッチポイントを持つのはこれまでであれば困難であっ
た。建設業界は特に IT 化が遅れている業界であり，スーパーゼネコンなら IoT を推
し進めていたりするが，中小企業の建設会社は IT とは程遠い中で業務を遂行してい
るのが実態である。また，顧客側からもタッチポイントがそもそもなかったのだが，
近年顧客は製品やサービスを求める時にウェブから情報を入手し，ウェブで比較検討
をし，意思決定をするようなカスタマージャーニーが形成されつつある。図表では川
上・岩本・鈴木(2017)が AIDA をデジタル時代の新しい消費者行動として New AIDA
を提唱している。このモデルでは，新しく比較(comparison)，検索(search)，満足
(satisfaction)，共有(share)，忠誠(loyalty)が追加された。これらがオフライン，オン
ラインで並行して行われ，購買の意思決定がなされる。 
	 そうなると，例えばこれまで BtoC の建物の解体はハウスメーカーや工務店にまず
建物の建築の依頼があり，土地に古家があった場合は，ハウスメーカーや工務店から
解体業者に古家の解体の依頼がいく構造となっていた。そこには BtoB の発注者と受
注者の価格のメカニズムが働き，発注者側にマージンがあるのが通例となっていた。
しかし，BtoC の顧客が直接解体業者と繋がることができれば解体費用を抑えること
ができ，OnetoOne で顧客と解体業者が繋がり，そこには Win-Win の仕組みが形成
できると考える。これはプラットフォーム化のような考え方とは異なり，小さな会社
が顧客の小さな需要に対して課題を解決させる仕組み作りである。 
	 ここで，BtoB の取引が多くを占めていた解体業界はこれまで情報の非対称性が大
きかったのを BtoC 向けにわかりやすいコンテンツとして情報を公開することで顧客
のエンゲージメントを高める仕組みを検討していく。 
 
第三項 空き家所有者のカスタマージャーニー 
	 現在のカスタマージャーニーは，複数のチャネルとタッチポイントが複雑に絡み合
いながら，顧客と企業との絆作りにおいて複数のチャンスが存在する。このジャーニ
ーに対する理解を進めるにあたり，顧客経験という概念の理論構築を進めることが重
要となる。 
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カスタマー・エンゲージメントを，消費者同士の対話や，従業員との交流，社会コミ
ュニティへの参加といった，特定の相互コミュニケーションを促進するタッチポイン
トを通して構成される顧客経験から生まれるものである。今日，顧客経験を明解に体
系的かつ法則性を持って解説している先行研究は少なく，この概念が多種に渡る顧客
志向的概念とどのような関係になるかを示しているものは少ない。この点が今後の研
究における課題となるであろう。さらに，顧客経験の測定は，企業にとってインサイ
トを実行可能な形にする上で重要な役割を果たすが，カスタマージャーニーを含め，
各段階における全タッチポイントをカバーする測定手法は，現在の研究では断片的な
ものに留まっている(Lemon & Verhoef, 2016)。 
このようにカスタマージャーニーにおける研究の問題点が指摘されているが，こう
した問題が生じるのは，オンラインとオフラインを明確に分けたモデルが存在しない
ことも一因である。 
コトラー他のカスタマージャーニーにおいては，消費者のオンラインとオフライン
の行き来が明確に示されていなかった，一方，岩本(2017)が提唱する CPM(コミュニ
ケーション・ポートフォリオ・マネジメント)では，紹介型広告，説得型広告，補完
型広告の 3 つの分類に合わせてオフライン，オンライン，双方向のコミュニケーショ
ンと計 9 つの分類を行なって整理している(図表 24)。 
 
図表 24 CPM(コミュニケーション・ポートフォリオ・マネジメント) 
 
	   (出所)岩本(2017)。 
	  
図表 25 空き家所有者のカスタマージャーニーマップ 
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    (出所)岩本(2017)を参考に筆者作成。 
 
	 この CPM(コミュニケーション・ポートフォリオ・マネジメント)に沿って，空き家
所有者のカスタマージャーニーを当てはめて見ると図表 25 のようになる。今回の実
証研究においては，このカスタマージャーニーの中の文章コンテンツ，動画コンテン
ツ，対面営業，セミナーという 4 つのコンテンツに消費者のエンゲージメント段階を
それぞれ変数としてどのコンテンツがより有効であるかを次章において測定する。 
 
 
第 6 章 消費者対象の質問票調査に基づく実証研究 
第一節 概念モデルと仮説 
	 実証研究における調査の仮説の構築に関しては，筆者自身が業界の人間であること
や，解体業者である自社の実務経験などをなるべく排除した上で，消費者の立場から
仮説を検討した。それは，ステレオタイプの視点が入るとそもそもの問題設定の誤り
に気づかないまま，間違った仮説から間違ったデータを抽出してしまいかねないため
である。場合によっては，新しいリサーチクエスチョンが発生した場合は「勇気ある
撤退」をしなければならない(佐藤 2002)。 
	 図表 26 が本稿の概念モデル図である。まず独立変数には，消費者のエンゲージメン
ト段階として認知度・関心度・購買意向という 3 つの段階を設定した。そして，それ
ぞれの段階において，オンラインメディアである動画コンテンツ，文章コンテンツ，
そしてオフラインメディアである対面営業，セミナーという 4 つのコンテンツのいず
れが最も有効かを検証した。 
図表 26 概念モデル図 
|tJ
rO)P/W
pjK)P/W
mGdzq
iI}b
u<J
)P/W9Gd
ovgna
Tx
*5'9i=


yNJ
ce[w.
5N7_hf
r`SC "7
|tJ
Bl\s%8-8,
S(-8#Sb
>Y
u<J
whct
Bl\s%8-8, 
yNJ
^neMr`@
Ak
?
!05 8
!85 8

;]a
	
C]a
u
{
u
{
 28.bo 
m~*4H.
^nV8$W.

?
 43 
 
	   (出所)筆者作成。 
 
	 それに加えて，年齢，性別，解体サービス知識，インターネット・スキル，家の所有
志向という 5 つのコントロール変数を設定している。モデレータ変数として，4 つのコ
ンテンツの解体業者に関わる直接的な内容，解体業者以外の相続や税金，売買に関わ
る間接的な内容を設定しており，後述する分析においては直接的内容，間接的内容を
双方含めた総合的なコンテンツ，直接的内容，間接的内容の 3 つで重回帰分析を行な
っている。 
	 複数のタッチポイントが顧客経験を通じてもたらす効果は軽視されてきたと言える
だろう。近年では意思決定の各段階における複数のタッチポイントの相互作用を考慮
するモデルを作る必要性が非常に高いことを主張する(Lemon & Verhoef, 2016)。この
ように，今回の実証研究では3つの段階ごとに4つのタッチポイントによる分析は意味
のあるものである。 
 
第二節 質問票調査による定量調査 
本稿では，弊社主体で楽天リサーチ株式会社のインターネットでの定量調査を実施
した。図表 27 は調査概要，図表 28 は概念と測定項目を表している。 
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図表 27 調査概要 
 
	  (出所)筆者作成。 
 
	 リッカート 5 点尺度(「当てはまる」「やや当てはまる」「どちらともいえない」「やや
当てはまらない」「当てはまらない」の 5 段階)で測定した。楽天リサーチのモニター男
性 50 代 75 名，男性 60 代 75 名，女性 50 代 75 名，女性 60 代 75 名の計 300 名に 2017
年 11 月 20，21 日の 2 日間でインターネットによる質問票調査を実施した。サンプル
はスクリーニングを行い，事前の出現率調査において空き家の解体サービスを知って
いると回答した 7.4%を対象とした。 
 
図表 28 概念と測定項目の一覧 
概念 測定項目 項目数 備考 
消費者のエ
ンゲージメ
ント段階 
空き家の解体サービスを知っている 1 認知度 
空き家の解体サービスに関心がある 1 関心度 
空き家の解体サービスを利用したい 1 購買意向 
動画コンテ
ンツ 
(総合的情
報) 
解体業者の情報を動画で知りたい  
3 
オンラインメ
ディア ( 直接
的情報) 
解体業者の具体的な作業内容を動画で知りたい 
解体の方法や内容に関する情報を動画で知りたい 
空き家の相続に関する情報を動画で知りたい  
3 
オンラインメ
ディア ( 間接
的情報) 
空き家の税金に関する情報を動画で知りたい 
空き家の売買に関する情報を動画で知りたい 
文章コンテ
ンツ 
(総合的情
報) 
解体業者の情報を文章で知りたい  
3 
オンラインメ
ディア ( 直接
的情報) 
解体業者の具体的な作業内容を文章で知りたい 
解体の方法や内容に関する情報を文章で知りたい 
空き家の相続に関する情報を文章で知りたい  
3 
オンラインメ
ディア ( 間接
的情報) 
空き家の税金に関する情報を文章で知りたい 
空き家の売買に関する情報を文章で知りたい 
対面営業 
(総合的情
報) 
解体業者の情報を営業担当者から聞きたい  
3 
オフラインメ
ディア ( 直接
的情報) 
解体業者の具体的な作業内容を営業担当者から聞きたい 
解体の方法や内容に関する情報を営業担当者から聞きた
い 
空き家の相続に関する情報を対面営業で知りたい オフラインメ
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空き家の税金に関する情報を対面営業で知りたい   3 ディア ( 直接
的情報) 空き家の売買に関する情報を対面営業で知りたい 
セミナー 
(総合的情
報) 
解体業者の情報をセミナーで聞きたい     
3 
オフラインメ
ディア ( 直接
的情報) 
解体業者の具体的な作業内容をセミナーで聞きたい 
解体の方法や内容に関する情報をセミナーで聞きたい 
空き家の相続に関する情報をセミナーで知りたい  
3 
オフラインメ
ディア ( 直接
的情報) 
空き家の税金に関する情報をセミナーで知りたい 
空き家の売買に関する情報をセミナーで知りたい 
解体サービ
ス知識 
空き家の解体サービスに関して、非常に知識がある   1 業界に対する
知識 
インターネ
ット・スキ
ル 
私はインターネットで情報を探すことに関して知識が深
い 
 
1 
インターネッ
ト情報探索技
術 
 
家の 
所有志向 
家には思い入れがある方だ  
3 
思い入れ 
家を所有することはステータスである ステータス 
家を売却することに抵抗感はない 売却への抵抗
感 
 (出所)筆者作成。 
 
	 4 つのコンテンツは，直接的内容の 3 項目と間接的内容の 3 項目を合わせた概念を
総合的内容として重回帰分析を行い，それに加えて直接的内容，間接的内容測定項目
を分けて重回帰分析を行った。結果は図表 30 にて説明している。測定項目に関して，
もしコンテンツに注視した論文であれば，コンテンツの内容をもっと深掘りして測定
項目を設定することも可能ではあるが，今回はカスタマージャーニーの購買段階ごと
の相違を測定することを重要視しているため，測定項目はできるだけ抽象化している
のは留意点として挙げる。 
 
第三節 分析と結果 
	 分析は IBM 社の SPSS という統計分析ソフトを使用して行った。まず基礎統計とし
て各概念の平均値と標準偏差を図表 29 で報告する。次に重回帰分析の結果を説明し，
最後にエンゲージメント段階と，それぞれのコンテンツのクロス集計で表す。 
 
図表 29 平均値と標準偏差 
概念 平均値 標準偏差 
消費者のエンゲージメント段階 
4.41 0.49 
2.89 1.50 
2.58 1.58 
動画コンテンツ(総合的情報) 2.15 1.29 
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動画コンテンツ(直接的情報) 2.12 1.29 
動画コンテンツ(間接的情報) 2.17 1.34 
文章コンテンツ(総合的情報) 2.20 1.29 
文章コンテンツ(直接的情報) 2.18 1.28 
文章コンテンツ(間接的情報) 2.22 1.35 
対面営業(総合的情報) 1.81 1.13 
対面営業(直接的情報) 1.82 1.15 
対面営業(間接的情報) 1.81 1.15 
セミナー(総合的情報) 1.68 1.05 
セミナー(直接的情報) 1.64 1.03 
セミナー(間接的情報) 1.71 1.10 
解体サービス知識 1.73 0.96 
インターネット・スキル 2.39 1.21 
家の所有志向 3.18 0.71 
                  (出所)筆者作成。 
	                 (注)N=300。 
 
図表 30 重回帰分析の結果 
概念 認知段階 関心段階 購買意向段階 
動画コンテンツ(総合的内容) 0.12  0.34*  0.33* 
動画コンテンツ(直接的内容)  0.17 0.23 
動画コンテンツ(間接的内容)  0.16 0.08 
文章コンテンツ(総合的内容)   -0.26*   -0.04     -0.09 
文章コンテンツ(直接的内容)    -0.30  -0.29* 
文章コンテンツ(間接的内容)  0.30 0.24 
対面営業(総合的内容) 0.18 0.06  0.18* 
対面営業(直接的内容)  0.09  0.36* 
対面営業(間接的内容)  -0.05     -0.22 
セミナー(総合的内容)   -0.12  0.19*  0.11 
セミナー(直接的内容)   0.42*   0.37* 
セミナー(間接的内容)  -0.24     -0.24 
解体サービス知識  0.15* -0.08     -0.05 
インターネット・スキル 0.02 -0.04     -0.05 
家の所有志向   -0.11   -0.12*  -0.18* 
調整済み R2(総合的内容) 0.04 0.18  0.18 
調整済み R2(直接的内容・間接的内容)  0.18  0.19 
  (出所)筆者作成。 
	 (注)*p<0.05。 
 
	 図表 30 が重回帰分析の結果である。認知段階・関心段階・購買意向段階のそれぞれ
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について分析を行った。 
まずエンゲージメント段階における認知段階では，文章コンテンツ(総合的内容)，解
体サービス知識が p<0.05 の有意水準を満たしていた。解体サービス知識は正の反応が
見られた一方で，文章コンテンツ(総合的内容)は負の反応が見られた。現在，実務にお
けるマーケティング施策はオウンドメディア上でコンテンツ・マーケティングを行い，
ホームページ上でキーワードを散りばめることで SEO 対策を行い，オンラインメディ
アの文章コンテンツで顧客に認知してもらいことを目的としていることが多く，マー
ケティング会社はそれを後押しするようなサービスを提供している。しかし，この結
果からわかったことは，空き家の解体サービスを認知している対象者は，認知段階で
文章コンテンツはマイナスの反応を示しているという現在のマーケティング会社が提
供するようなコンテンツ・マーケティングに対して本当にそれで正しいのか再考すべ
き重要な示唆があった。ただ，認知段階において調整済み R2 では，4%と小さい数値で
あったことは留意点として挙げる。 
	 エンゲージメント段階における関心段階では，動画コンテンツ(総合的内容)，セミナ
ー(総合的内容)セミナー(直接的内容)，家の所有志向が p<0.05 の有意水準を満たして
いた。総合的な内容の動画コンテンツ，総合的内容，直接的内容のセミナーは正の反
応があるがわかった。一方で，家の所有志向は負の反応があった。この結果から，関心
段階にある対象者は，動画による情報を求めていることがわかった。コトラーのカス
タマージャーニー上の拡大した好奇心を最適化して意思決定をしやすくさせるには，
文章コンテンツのように詳細に説明するのではなく，動画コンテンツでわかりやすく
説明することが有効であることもわかった。 
	 ここで注意したいのが，動画コンテンツは，総合的内容では効果的な反応はあるが，
直接的内容と間接的内容に分けた場合，有効な反応は見られなかった。これは，動画
という特性上細かく情報を分けた内容を動画として見るよりも，内容をわかりやすく
全体的に把握できることを対象者は求めていることがわかった。そして，セミナーで
は，直接的内容の解体業者にかかるセミナーは効果的であるが，一方で間接的内容の
異業種と連携した税理士の税金，相続に対するセミナー，不動産売買に関わるセミナ
ーなどは効果が見られないことがわかった。家の所有志向が強い対象者はやはり，空
き家の処分には前向きな反応は見られなかった。 
	 エンゲージ段階における購買意向段階では，動画コンテンツ(総合的内容)，文章コン
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テンツ(直接的内容)，対面営業(総合的内容)，対面営業(直接的内容)，セミナー(直接的
内容)，家の所有志向で p<0.05 を満たしていた。正の反応があったのは，動画コンテ
ンツ(総合的内容)，対面営業(総合的内容)，対面営業(直接的内容)，セミナー(直接的内
容)である。一方で，負の反応があったのは，文章コンテンツ(直接的内容)，家の所有志
向である。購買意向段階では，直接的内容の文章コンテンツでは効果がなく，総合的
内容，直接的内容の対面営業に効果が見られ，対象者はオンラインではなく，オフラ
インで直接会って話したいという意識が見られた。セミナーにおいては，関心段階で
は総合的内容，直接的内容に効果が見られたのが，購買意向では，総合的内容は効果
が見られなくて直接的内容に効果が見られたのは，対象者はより購買の段階が近づく
につれて解体に関する直接的な内容を知りたくなるという示唆があった。図表 31 は分
析結果をエンゲージメント段階とコンテンツごとで集計したものである。 
 
図表 31 エンゲージメント段階とコンテンツとの関係 
1) コンテンツ全体 
 
2)直接的なコンテンツ 
 
3)間接的なコンテンツ 
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  (出所)筆者作成。 
  (注)○は有意確率 5％以上かつ、ベータが正の値，×は有意確率 5％以上かつ、ベータが負の値。 
 
 
第 7 章 結論 
第一節 発見事項のまとめ 
	 空き家の解体ビジネスモデルの調査対象者 50 代から 60 代には，エンゲージメント
段階の認知段階では，50 代から 60 代はオンラインで文章コンテンツによる情報を入
手することは求めていないことがわかった。 
	 顧客に認知されエンゲージメント段階の関心段階に移ると，セミナー等で詳細な情
報を聞き，オンラインではわかりやすい動画コンテンツで把握する。 
	 そして，最終的に購買に移るエンゲージメント段階の購買意向段階においては，顧
客はオフラインではセミナーから対面営業に移り，実際に営業マンと顔と顔を合わせ
て意思決定を行う。この段階においてもオンラインでは動画コンテンツが相変わらず
有効である。ここでの，動画コンテンツは総合的内容，セミナーは直接的内容，対面
営業は総合的内容，直接的内容が望ましいということが調査によってわかった。この
結果を学術的示唆と実践的示唆の 2 つの点から述べる。 
 
第二節  学術的示唆 
	 顧客に認知され関心段階に移ると，セミナー等で詳細な情報を聞き，オンラインで
はわかりやすい動画コンテンツで把握する。ここは，前述していた図表 21，図表 22
のコトラー他のカスタマージャーニーにおける金魚型の訴求段階の好奇心の最適化と
つながる。やはり，高すぎる好奇心レベルをオンラインの動画コンテンツやオフライ
ンのセミナーによって最適化するというべきであるということがわかった。ここでの
動画コンテンツは，総合的な内容であり，セミナーは総合的内容または，直接的内容
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が望ましい。 
	 さらに，オフラインにおいてどのように顧客とコミュニケーションを取るかによっ
て，コミットメントを拡大できるか変わってくる。図表 21，図表 22 のコトラーのカ
スタマージャーニーで言えば，この好奇心をオンラインの動画で，オフラインのセミ
ナーで最適化すること，そしてコミットメントをオンラインの動画で，オフラインの
対面営業で拡大することができるということがわかった。 
 
第三節 実践的示唆 
	 昨今コンテンツ・マーケティングと言えばオンラインの施策ばかり注目されるが，
調査の結果，空き家の解体ビジネスモデルの調査対象者 50 代から 60 代には，エンゲ
ージメント段階の認知段階では，50 代から 60 代はオンラインで文章コンテンツによ
る細かい情報を入手することは求めていないことがわかった。 
	 関心段階ではセミナーが効果的であるが，ここでは税理士との提携セミナーや不動
産会社との提携セミナーのような間接的内容ではなく，あくまで解体業に関する直接
的内容によるセミナーを実施するべきである。それは，購買意向段階の対面営業でも
同じように，間接的内容ではなく解体業に関わる直接的内容にするべきである。購買
意向段階では，セミナーも直接的なようであれば有効なコンテンツとなることがわか
った。 
	
第四節 今後の課題 
	 ソ ニ ー 生 命 保 険 の 「 中 高 生 の 思 い 描 く 将 来 に つ い て の 意 識 調 査 2017 
http://www.sonylife.co.jp/company/news/29/nr_170425.html」では，男子中学生の第 3
位に YouTube などの動画投稿者がランクインされている。誰もが情報発信できる時代
となり，ブランドの広告に人々が集まるのではなく，面白いコンテンツというものに
広告が寄ってくるのが現在のプロモーションである。顧客が集まるのは、コンテンツ
が面白いかどうかであり，ブランドではない。 
	 結局，CEM という概念は何なのであろうか。Jarvinen and Heini(2016)が提唱した
BtoB におけるマーケティングとセールスのファネルのフレームワークで考えるのが
有効である。Jarvinen and Heini(2016)では，コンテンツ・マーケティング，マーケテ
ィング・オートメーションと CRM でマーケティング部門とセールス部門の統合を行
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うべきとまで言及されていた。しかし彼らの議論はオンラインに限定されており，
CEM というエンゲージメントのマネジメントまでは言及されていなかった。そこに
は，オンラインだけではなく，オフラインも含まれる。本論文においては，エンゲー
ジメントの測定を顧客のエンゲージメント段階ごとに，かつオンラインだけではな
く，オフラインの測定を行ったことに意義があると考える。 
	 本稿で取り上げたのは，圧倒的に認知度の低い BtoB のサービスを BtoC 向けに展
開し，活路を開くようなビジネスモデルである。今回は，認知から関心，購買意向ま
でのジャーニーで測定を行ったが，エンゲージメント・マネジメントは購買後も続
く。今後の研究課題として，購買後のエンゲージメントの測定を行うことも必要であ
る。 
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